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～ 企業の 13％で「時短」「休暇」など、働き方を変えて対応 ～ 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

ロシアのウクライナ侵攻や円安などによるエネ

ルギー価格の高騰などを背景に電気料金の値上げ

が相次いでいる。 

さらに、東北電力、中国電力、四国電力、沖縄電

力、北陸電力の 5社がすでに 2023年 4月からの規

制料金の値上げを経済産業省に申請している。値

上げ幅は 3～4割にのぼり、家庭および企業へのさ

らなる影響が見込まれる。 

そこで、帝国データバンクは、電気料金の値上げについてアンケートを行った。 

※ アンケート期間は 2022年 12月 2日～6日、有効回答企業数は 1,265社（インターネット調査） 

 

アンケート結果（要旨） 

1. 電気料金の総額が 1年前と比べて増加した企業は 86.6％となった。電気料金は 1年前より平均

28.7％増となり、約 1.3倍に増加した 

2. 電気料金の増加分を販売価格やサービス料金に『多少なりとも価格転嫁できている』企業は
29.6％だった一方、『全く価格転嫁できていない』企業は 7 割にのぼった。「価格転嫁率」は

9.9％と 1割未満にとどまった。これは電気料金が 100円増加した場合に 9.9円しか販売価格

に反映できていないことを示している 

3. 企業が実施または検討している対応策について「こまめな消灯」が 70.9％でトップ。他方、企

業の 13.3％で「稼働・営業時間の短縮」や「休暇取得の推奨」、「始業・終業の時刻を早める」

などといった働き方を変えるような対応策を実施、または検討している。また、より安い電気料

金の追求などを理由に、「新電力会社から大手電力会社への変更」および「大手電力会社から新

電力会社への変更」を実施、または検討している企業はそれぞれ約 4％となった 

電気料金、1年前の約1.3倍に増加 
「100円」アップに対して、価格転嫁は「10円」 

 

緊急調査：電気料金値上げに関する企業の実態アンケート 
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電気料金の総額、1年前の約 1.3倍に増加 

電気料金の総額が 1年前と比べてどのように変化したか尋ねたところ、「【増加】20～40％未満」

とした企業は全体の 34.4％で最も高くなった。次いで「【増加】20％未満」（30.0％）、「【増加】40～

60％未満」（12.4％）で続いた。「増加」した企業を合わせると、86.6％で 1年前より電気料金の総

額が増加した。他方、「変わらない」は 7.4％、「減少」は 1.3％となった。 

電気料金の総額は 1年前より平均128.7％増となり、約 1.3倍へと増加している。 

企業からは、「使用量は昨対比 95％程度だが、値上げにともない、電気料金は昨対比 150％程度と高

騰している。ただ、その大部分が顧客利用によるものであり、サービス品質維持のためにも大幅に削減す

ることは考えていない。社内利用分を削減することで、電気料金を昨対比 140％程度に抑えたい」（フィット

ネスクラブ）などといった声が聞かれた。他方、「自動車減産などの影響で稼働率が下がっているため電

気料金の総額は横ばいとなった」（界面活性剤製造）との声にあるように、電気使用量の減少により電

気料金の総額が増加しなかった企業も一部でみられた。また、「今年 4月にメイン照明機器を LED照

明へ入れ替える工事を実施。その結果、40％ほど電気料金が下がった」（荒物小売）というように、対応

策の実施により電気料金が減少した声もあがっていた。 

 
1 電気料金の変化率の平均は、「【増加】100％以上（2倍以上）」、「【増加】80～100％未満」、「【増加】60～80％未

満」、「【増加】40～60％未満」、「【増加】20～40％未満」、「【増加】～20％未満」、「【変わらない】」、「【減少】20％

未満」、「【減少】20～40％未満」、「【減少】40～60％未満」、「【減少】60～80％未満」、「【減少】80～100％未満」、

「【減少】100％以上（電力会社等から電気を購入しなくなったなど）」の各選択肢の中央値に各回答者数を乗じ

加算したものから全回答者数で除したもの（ただし、「分からない」は除く） 

電気料金の変化率（1年前比） 

■

【増加】100％以上（2倍以上） 2.8%
【増加】80～100％未満 2.8%

【増加】60～80％未満 4.2%

【増加】40～60％未満 12.4%

【増加】20～40％未満
34.4%

【増加】20％未満
30.0%

変わらない 7.4%

減少 1.3% 分からない
4.7%

平均
28.7%増加

注1：母数は、有効回答企業1,265社
注2：小数点以下第2位を四捨五入しているため、

合計は必ずしも100とはならない
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企業の 7割は電気料金の増加分を売価へ「全く転嫁できず」 

電気料金の増加分を販売価格やサービス料金にどの程度転嫁できているか尋ねたところ、『多少

なりとも価格転嫁できている』企業は 29.6％となった。 

内訳をみると、電気料金の増加分に対し、「すべて価格転嫁できている」企業は 2.2％にとどま

った。「8割以上できている」企業は 1.9％、「5割以上 8割未満できている」は 3.5％となった。

一方で、『全く価格転嫁できていない』企業は 70.4％にのぼった。 

総じてみると、電気料金の増加分に対する販売価格等への転嫁割合を示す「価格転嫁率2」は

9.9％と 1割未満にとどまった。これは電気料金が 100円増加した場合に 9.9円しか販売価格等に

反映できていないことを示している。 

企業からは、「電気料金増加分の価格転嫁のお願いをし始めたが、あまり細かく改定実施はできない

ことからピークが見えてこないと案内しづらい」（糖類製造）や「使用量は減らせても単価の上昇によって

料金が増えており、卸売業のため電気料金の上昇を理由とした価格転嫁は受け入れてもらいにくく、手

の打ちようがない」（配管冷暖房装置等卸売）といった声が聞かれた。 

 

 
2 価格転嫁率は、各選択肢の中央値に各回答者数を乗じ加算したものから全回答者数で除したもの 

電気料金の価格転嫁状況 

多少なりとも価格
転嫁できている

29.6%

全く価格転嫁
できていない

70.4%

10割（すべて価格転嫁できている） 2.2%
8割以上 1.9%

5割以上8割未満 3.5%
2割以上5割未満 6.0%

2割未満 15.9%

注1：母数は、電気料金が1年前より増加した有効回答企業947社

価格転嫁率

9.9％

注2：小数点以下第2位を四捨五入しているため、
合計は必ずしも100とはならない
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「稼働・営業時間の短縮」など、”働き方”を変えて電気料金値上げに対応する企業も 

電気料金の値上げが続くなか、この冬の電力需給が逼迫する懸念の高まりにより政府は 12月 1

日から全国の家庭や企業を対象に、冬季としては 7年ぶりの節電要請を始めた。 

そこで、電気料金値上げ・節電要請への対応策（検討含む）について尋ねたところ、「こまめな

消灯」（70.9％）がトップとなった（複数回答、以下同）。次いで「空調などの温度設定の見直し」

（47.7％）、「消費電力の少ない製品・設備の導入（LEDなど）」（31.8％）が続いた。 

一方で、企業の 13.3％は「稼働・営業時間の短縮」（6.0％）や「休暇取得の推奨」（4.6％）、「始

業・終業の時刻を早める」（2.6％）、「在宅勤務の強化」（2.3％）などといった、働き方を変えるよ

うな対応策を実施または検討していた。 

また、より安い電気料金を求め、約 4％の企業が「新電力会社から大手電力会社への変更」（4.2％）

および「大手電力会社から新電力会社への変更」（4.1％）を実施、または検討している。 

さらに、「本社、支店、営業所について今年度すべて太陽光発電システムの導入が完了し、自家消費

で補われない分について電力会社を利用している」（燃料小売）といった声にあるように「自家発電の

設置または増加」（2.8％）を実施・検討している企業も一部でみられた。 

電気料金値上げ・節電要請への対応策（複数回答） 
70.9

47.7
31.8

23.0
20.7

6.7
6.0

4.6
4.2
4.1

3.2
2.8
2.6
2.3

1.7
1.0

0.4
0.1

5.7

こまめな消灯

空調などの温度設定の見直し
消費電力の少ない製品・設備の導入（LEDなど）

オフィスの照明を落とす
ウォームビズの実践

製造機器稼働の節電工夫
稼働・営業時間の短縮
休暇取得の推奨
新電力会社から大手電力会社への変更
大手電力会社から新電力会社への変更
商品棚や店舗の照明を落とす
自家発電の設置または増加
始業・終業の時刻を早める
在宅勤務の強化

生産抑制

（％）

エレベーターの稼働数を減らす

電力需要の少ない曜日に操業

その他

生産拠点の移管

注1：母数は、有効回答企業1,202社

働き方を変えて対応
13.3％

注2:「働き方を変えて対応」は、「稼働・営業時間の短縮」「休暇取得の推奨」「電力需要
の少ない曜日に操業」「始業・終業の時刻を早める」「在宅勤務の強化」のいずれかを選択した企業の割合
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まとめ 

本アンケートの結果、電気料金の総額が 1 年前と比べて増加した企業は 86.6％にのぼっている。

電気料金の総額は平均 28.7％増となり、1年前の約 1.3倍に増加したことになる。しかしながら、

電気料金の増加分を販売価格やサービス料金に『全く価格転嫁できていない』企業は 7割に達して

おり、「価格転嫁率」は 1割未満にとどまった。 

こうしたなか、企業が実施、または検討している対応策について「こまめな消灯」が 7割でトッ

プとなり、取り組みとして比較的始めやすい対応策が上位にあがっている。一方で、「稼働・営業時

間の短縮」や「休暇取得の推奨」、「始業・終業の時刻を早める」などといった働き方を変えるよう

な対応策を実施、または検討している企業も一部でみられた。他方、より安い電気料金の追求など

を理由に、「新電力会社から大手電力会社への変更」および「大手電力会社から新電力会社への変更」

を実施、または検討している企業はそれぞれ約 4％となった。 

エネルギー価格の高騰が続くなか、電力会社が業績赤字を回避するためには電気料金の値上げは

避けては通れない。このような状況下、政府は 2023年 1月より家庭および企業向けに電気料金の支

援を行う予定であるが、その支援内容は電力会社が申請した電気料金の値上げのペースに追いつか

ず国民負担は依然として大きくなることが想定されている。政府はより手厚い支援策や、消費電力

の少ない製品・設備の導入を支援する補助金制度をさらに充実させるほか、企業が電気料金の増加

分を円滑に価格転嫁できる環境整備の推進など、多方面にわたる対策を強化することが肝要である。 

 

<参考＞企業から寄せられた意見 

 

企業の声 業種

「消灯に限らず、無駄な電力使用を徹底的に削減している。節電要請もあるため、それが自社にとって
も社会にとっても良いことになると考えている」

経営コンサルタント

「社内のすべての照明をLED化したいが照明機材の価格の高騰もあり費用がかかるため一気にできな
い。助成金などに期待したい」

金型・同部品等製造

「県のビヨンドコロナ補助事業を活用し水銀灯からLED照明に更新した」 米作農

「業務上必要な電力は使わざるを得ない。価格転嫁をしなければ経営が苦しくなるが、すべてを転嫁で
きるわけでもなく、日常から電気を節約する癖をつけていくしかやりようがない」

酒類卸売

「製造部門は電気の使用量は削減が困難。エアコンの稼働減、照明設備の小まめなチェック以外には
ない」

料理品小売

「使用量を減らしたが、増加料金分の方がはるかに上回ってしまい、生産抑制を行った。しかし、これ以
上行うと業務に支障がでてしまう」

普通洗濯

「工場への特別高圧導入により電力の安定受給と電力単価の引き下げを画策している」 合板製造

「バーチャルオフィスに移行」 ソフト受託開発

「新電力会社が撤退を発表したため、大手電力会社へ変更した。電気料金が倍近く上がり価格転嫁が
追いつかない」

建設用石材・窯業製品
卸売

「新電力が打ち切り、新たに新電力会社へ移行した。それでも大手電力会社より安いし、大手電力会社
は受け付けない」

鉄骨工事
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情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 
 

集計結果と調査先企業の属性 

 

1．電気料金値上げに関する企業の実態アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 有効回答企業 
有効回答企業は 1,265社 

3. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（構成比％、カッコ内社数）

【増加】

100％以上

（2倍以上）

【増加】80～

100％未満

【増加】60～

80％未満

【増加】40～

60％未満

【増加】20～

40％未満

【増加】～

20％未満

【減少】20％

未満

【減少】20～

40％未満

【減少】40～

60％未満

【減少】60～

80％未満

【減少】80～

100％未満

【減少】

100％以上

（電力会社

等から電気

を購入しなく

なったなど）

86.6 2.8 2.8 4.2 12.4 34.4 30.0 7.4 1.3 0.9 0.1 0.1 0.2 0.0 0.1 4.7 100.0 (1,265)

大企業 79.1 2.3 1.7 4.7 12.2 29.1 29.1 7.0 1.7 1.2 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 12.2 100.0 (172)

中小企業 87.7 2.8 2.9 4.1 12.4 35.2 30.2 7.5 1.2 0.8 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 3.6 100.0 (1,093)

　うち小規模企業 84.3 1.4 3.1 3.9 10.4 33.5 32.0 8.9 1.7 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 5.1 100.0 (415)

農・林・水産 100.0 0.0 0.0 9.5 19.0 52.4 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 (21)

金融 60.0 0.0 0.0 10.0 0.0 20.0 30.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 100.0 (10)

建設 80.3 0.6 1.1 1.1 5.6 33.7 38.2 11.2 2.2 1.7 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 6.2 100.0 (178)

不動産 75.0 1.9 3.8 5.8 11.5 36.5 15.4 11.5 3.8 1.9 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 9.6 100.0 (52)

製造 93.7 5.8 4.3 8.4 19.0 38.3 17.9 2.9 0.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.9 100.0 (347)

卸売 87.1 1.4 2.2 2.2 10.1 35.3 36.0 7.6 1.1 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 100.0 (278)

小売 91.0 3.8 2.6 2.6 9.0 33.3 39.7 5.1 2.6 1.3 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 1.3 100.0 (78)

運輸・倉庫 89.1 1.6 1.6 4.7 10.9 25.0 45.3 4.7 3.1 1.6 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1 100.0 (64)

サービス 80.7 2.1 3.0 2.1 11.6 30.0 31.8 12.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 6.9 100.0 (233)

その他 75.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 (4)

北海道 80.6 0.0 0.0 1.5 9.0 29.9 40.3 9.0 4.5 3.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 6.0 100.0 (67)

東北 98.9 4.3 5.3 5.3 11.7 38.3 34.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 (94)

北関東 92.2 3.9 6.8 5.8 18.4 37.9 19.4 2.9 1.9 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 2.9 100.0 (103)

南関東 84.3 2.1 3.6 4.8 11.5 31.4 30.8 8.8 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 6.6 100.0 (331)

北陸 88.5 3.8 0.0 5.1 12.8 38.5 28.2 9.0 1.3 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 100.0 (78)

東海 87.5 4.2 1.4 4.9 14.6 35.4 27.1 6.9 2.1 1.4 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 3.5 100.0 (144)

近畿 86.6 2.8 1.4 2.3 10.6 38.2 31.3 6.5 1.4 0.9 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.5 100.0 (217)

中国 87.4 2.3 3.4 8.0 14.9 32.2 26.4 10.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 100.0 (87)

四国 82.9 5.7 2.9 2.9 8.6 34.3 28.6 8.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.6 100.0 (35)

九州 78.9 0.9 1.8 0.9 11.9 29.4 33.9 11.0 2.8 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.3 100.0 (109)

注1：網掛けは、全体以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1,265社
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